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Ⅰ 就労による経済的自立が可能な社会 
①就業率 

行動指針策定時（2007.12） 最新値（2019）[注１] 目標値（2020） 

20～64歳：－％ 

20～34歳：－％ 

25～44歳女性：64.9％（2006） 

60～64歳：52.6％（2006） 

20～64歳：82.5％ 

20～34歳：81.1％ 

25～44歳女性：77.6％ 

60～64歳：70.3％ 

20～64歳：80％ 

20～34歳：79％ 

25～44歳女性：77％ 

60～64歳：67％ 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

 
 

 

 
 
 
 
  

就業率 

（備考） 
１．総務省「労働力調査」（基本集計）（5 歳階級）より作成。 
２．就業率とは、15 歳以上人口に占める就業者の割合である。 
３．2011 年の数値（＜＞で表示）は、総務省が補完的に推計した値を用いている。 
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②時間当たり労働生産性の伸び率（実質、年平均） 
行動指針策定時（2007.12） 最新値（2018）[注１] 目標値（2020） 

1.6％ 

（1996‐2005年度の 10年間平均） 

⇒遡及改定値 1.8％ 

0.9％ 

（2009‐2018年度の 

10年間平均）[注２] 

実質 GDP成長に関する目標 

（2％を上回る水準）より高い 

水準[注７] 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

注２ 時間当たり労働生産性の推計に必要な「国民経済計算」、「労働力調査」、「毎月勤労統計調査」のうち、「毎月勤労統計調査」は、岩手

県、宮城県及び福島県を中心に、2011年 3月～５月値について東日本大震災による影響が出ている可能性がある。 

注７ 「新成長戦略」（平成 22 年 6 月 18 日閣議決定）において、「2020 年度までの平均で、名目３％、実質２％を上回る経済成長を目指

す。」、「２％を上回る実質成長率を実現するためには、それを上回る労働生産性の伸びが必要である。」とあることを踏まえたもの。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

時間当たり労働生産性（実質）の伸び率 

（備考） 
１．内閣府「国民経済計算」（連鎖方式）、総務省「労働力調査（基本集計）」（年度平均）、厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
  （5 人以上事業所）より作成。 
２．実質ＧＤＰは、2017 年 10～12 月期 １次速報(2018 年２月 14 日公表)の各年度値による。 
３．「時間当たり労働生産性＝実質ＧＤＰ／(就業者×一人当たり平均総実労働時間）から対前年度増減率で表示すると、 
  「時間当たり労働生産性増減率（④）＝実質ＧＤＰ増減率（③）－（就業人口増減率（②）＋一人当たり平均総労働時間 
  増減率（①））」となるため、グラフ上は①及び②は符号を逆にしている。 
４．総実労働時間は、2011 年３～５月分について、岩手県、宮城県及び福島県の被災３県を中心に、一部調査の中止や有 
  効回答率の低下という東日本大震災による影響が出ている。 
５．就業者数は、2011 年 3～８月分について、総務省統計局による補完推計値を用いて年度値を算出している。 
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③フリーターの数 [注８] 
行動指針策定時（2007.12） 最新値（2019）[注１] 目標値（2020） 

187万人（2006） 

（2003年にピークの 217万人） 
138万人 124万人 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

注８ 仕事と生活の調和推進のための行動指針の数値目標に注記はないが、「新成長戦略」において、「2020年度までの平均で、名目

３％、実質２％を上回る経済成長を目指す」等としていることを前提としているもの。 

 

 

 

 

 

 

  

フリーターの数 

（備考） 
１．総務省「労働力調査（詳細集計）」より作成。 
２．数値は、男性は卒業者、女性は卒業で未婚の者のうち、①雇用者のうち「パート・アルバイト」の者、②失業者のうち探している仕事の形態が

「パート・アルバイト」の者、③非労働力人口で、家事も通学もしていない「その他」の者のうち、就業内定しておらず、希望する仕事の形態が

「パート・アルバイト」の者。なお、2018 年から就業状態を未活用労働を含む区分に変更したため、2018 年の「若年層のパート・アルバイト及び

その希望者」の定義は 2017 年までと異なる。 
３．2011 年の数値< >は、岩手県、宮城県及び福島県について総務省が補完的に推計した値を用いている。 
４．2020 年の数値（ ）は、15 歳から 34 歳のフリーター数を 124 万人と想定し、当該人口に占めるフリーターの割合を、国立社会保障・人口問題

研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」（出生中位・死亡中位）による 2020 年の将来推計人口より算出している。 
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Ⅱ 健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会 

④労働時間等の課題について労使が話し合いの機会を設けている割合 [注３] 
行動指針策定時（2007.12） 最新値（2019）[注１] 目標値（2020） 

41.5％（2007） 64.0％ 全ての企業で実施 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

注３ 2010年から、調査対象が「農林業、医療・福祉業、教育・学習支援業、サービス業を除く従業員数 30人以上の企業」から「農林業

を除く従業員数 30人以上の企業」に変更されている。 
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労働時間等の課題について労使が話し合いの機会を設けている割合 

（備考） 
１．2013 年までは、厚生労働省「労働時間等の設定の改善の促進を通じた仕事と生活の調和に関する意識調査」、2014 年～2016 年は「労働時間等の設定 
  の改善を通じた「仕事と生活の調和」の実現及び特別な休暇制度の普及促進に関する意識調査」、2017 年、2019 年は「『仕事と生活の調和』の実現およ 

び特別な休暇制度の普及促進に関する意識調査」、2018 年は「働き方・休み方改革の取組及び仕事と生活の調和の実現に関する調査研究 企業アンケ 

ート調査」より作成。 

２．2009 年以前の調査対象：「農林業、医療・福祉業、教育・学習支援業、サービス業を除く従業員数 30 人以上の企業」 
  2010 年～2017 年、2019 年の調査対象：「農林漁業、公務を除く従業員数 30 人以上の企業」 

2018 年の調査対象：「農林水産業、公務（他に分類されないもの）を除く従業員 10 人以上の企業」 
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⑤週労働時間 60 時間以上の雇用者の割合 [注８] 
行動指針策定時（2007.12） 最新値（2019）[注１] 目標値（2020） 

10.8％（2006） 6.4％ 5.0％ 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

注８ 仕事と生活の調和推進のための行動指針の数値目標に注記はないが、「新成長戦略」において、「2020年度までの平均で、名目

３％、実質２％を上回る経済成長を目指す」等としていることを前提としているもの。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

週労働時間 60時間以上の雇用者の割合 

（備考） 
１．総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。 
２．数値は、非農林業雇用者（休業者を除く）総数に占める割合。 
３．2011 年の[ ]内の割合は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。 
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年間就業日数 200日以上かつ週労働時間 60時間以上の雇用者の割合（雇用形態別） 

年間就業日数 200日以上かつ週労働時間 60時間以上の雇用者の割合（雇用形態別・男女別） 

（備考） 
１．総務省「就業構造基本調査」より作成。 
２．数値は会社などの役員を除く雇用者における年間就業日数 200 日以上の者の割合。 
３．「非正規」とは、「パート」、「アルバイト」、「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約社員」、「嘱託」、「その他」の合計。 

 なお、雇用者の区分は勤め先での呼称による。 

（備考） 
１．総務省「就業構造基本調査」より作成。 
２．数値は会社などの役員を除く雇用者における年間就業日数 200 日以上の者の割合。 
３．「非正規」とは、「パート」、「アルバイト」、「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約社員」、「嘱託」、「その他」の合計。 

 なお、雇用者の区分は勤め先での呼称による。 
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週労働時間 49時間以上の雇用者の割合 

（備考）１．総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。 
     ２．数値は、非農林業雇用者（休業者を除く）総数に占める割合。 
     ３．2011 年の値（［ ］表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。 
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⑥年次有給休暇取得率 [注４][注８] 
行動指針策定時（2007.12） 最新値（2018）[注１] 目標値（2020） 

46.6％（2006） 52.4％ 70％ 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

注４ 2007年から、調査対象が「本社の常用労働者が 30人以上の会社組織の民営企業」から「常用労働者が 30人以上の会社組織の民営

企業」に変更されている。さらに、2014年以降は調査対象が「常用労働者が 30人以上の民営企業」（複合サービス事業、会社組織以

外の法人（医療法人、社会福祉法人、各種の協同組合等）含む）に変更されている。 

注８ 仕事と生活の調和推進のための行動指針の数値目標に注記はないが、「新成長戦略」において、「2020年度までの平均で、名目

３％、実質２％を上回る経済成長を目指す」等としていることを前提としているもの。 
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（備考） 
１．厚生労働省「就労条件総合調査」より作成。 
 ２．調査対象が変わっているため、時系列比較には注意を要する。 
  2006 年以前の調査対象：「本社の常用労働者が 30 人以上の会社組織の民営企業」, 

2007～2013 年の調査対象：「常用労働者が 30 人以上の会社組織の民営企業」、 
2014 年以降の調査対象：「常用労働者が 30 人以上の民営企業」（複合サービス事業、会社組織以外の法人（医療法人、 社会福祉法人、各種の

協同組合等）含む） 
 ３．2011～2013 年は、東日本大震災による企業活動への影響等を考慮し、被災地域から抽出された企業を調査対象から除外し、被災地域以外の

地域に所在する同一の産業・規模に属する企業を再抽出し代替。       
 ４．2014 年は 2014 年４月、2015 年は 2015年９月、2016年は 2016年７月にそれぞれ設定されている避難指示区域 （帰還困難区域、 居住制限区 

域及び避難指示解除準備区域）を含む市町村に所在する企業を調査対象から除外。 
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⑦メンタルヘルスケアに関する措置を受けられる職場の割合 [注８] 
行動指針策定時（2007.12） 最新値（2018）[注１] 目標値（2020） 

23.5％（2002） 59.2％ 100％ 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

注８ 仕事と生活の調和推進のための行動指針の数値目標に注記はないが、「新成長戦略」において、「2020年度までの平均で、名目

３％、実質２％を上回る経済成長を目指す」等としていることを前提としているもの。 
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（備考） 
１．2013 年以降の数値は、厚生労働省「労働安全衛生調査（実態調査）」、 
  2012 年の数値は、厚生労働省「労働者健康状況調査」（2012 年）、2011 年の数値は、厚生労働省「労働災害防止対策等重 
  点調査」（2011 年）、それ以前の値は、厚生労働省「労働者健康状況調査」より作成。 
２．数値は、10 人以上規模民営事業所における「メンタルヘルス対策に取り組んでいる」と回答した事業所割合。 
３．2011 年の調査では東日本大震災による企業活動への影響等を考慮し、被災地域（※）に所在する事業所を抽出対象から除

外し、被災地域から調査対象として抽出する予定の数を被災地域以外の地域に所在する同一の産業・規模に属する事業所

から抽出し、調査対象とした。 
  ※ 被災地域は、岩手県、宮城県及び福島県の全域 
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Ⅲ 多様な働き方・生き方が選択できる社会 
⑧短時間勤務を選択できる事業所の割合（短時間正社員制度等） 

行動指針策定時（2007.12） 最新値（2019）[注１] 目標値（2020） 

（参考）8.6％以下（2005） 

[注５] 
16.7％ 29％ 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

注５ 2010年度の値は「平成 22年度雇用均等基本調査」より。2005年の値は「平成 17年民間企業の勤務条件制度等調査」より参考値と

して作成しており、短時間勤務制度の事由（複数回答）のうち、「自己啓発」、「地域活動」、「高齢者の退職準備」、「その他事由」、「事

由を問わず認める」について集計。 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

短時間勤務を選択できる事業所の割合

（備考）１.厚生労働省「雇用均等基本調査」より作成。ただし、2005 年は人事院「民間企業の勤務条件制度等調査」 （2005 年） より参考値と

して作成。 
     ２．「短時間正社員制度」とは、フルタイム正社員より一週間の所定労働時間が短い又は所定労働日数が少ない正社員として勤務する

ことができる制度（育児・介護のみを理由とする短時間・短日勤務は除く）。 
     ３．2005 年の値は、短時間勤務制の事由（複数回答）のうち、「自己啓発」、「地域活動」、「高齢者の退職準備」、「その他事由」、「事

由を問わず認める」について集計。 
     ４．2010 年以降は年度。2011 年度の値（〔 〕表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。 
       ５. 2018 年の調査からは、2017 年までの「短時間正社員制度」に加えて、「勤務地限定正社員制度」(17.8%)、「職種・職務限定正社員

制度」(11.1%)という選択肢も追加される。以上の「多様な正社員制度」のいずれかを導入している事業所の割合は 28.2％（複数選
択可）。 
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⑨自己啓発を行っている労働者の割合 [注８] 
行動指針策定時（2007.12） 最新値（2018）[注１] 目標値（2020） 

正社員：46.2％（2005） 

非正社員：23.4％（2005） 

正社員：39.2％ 

非正社員：13.2％ 

正社員：70％ 

非正社員：50％ 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

注８ 仕事と生活の調和推進のための行動指針の数値目標に注記はないが、「新成長戦略」において、「2020年度までの平均で、名目

３％、実質２％を上回る経済成長を目指す」等としていることを前提としているもの。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自己啓発を行っている労働者の割合 

（備考）１．厚生労働省「能力開発基本調査」より作成。 
２．自己啓発とは、労働者が職業生活を継続するために行う、職業に関する能力を自発的に開発し、向上させる 
  ための活動をいう （職業に関係ない趣味、娯楽、健康増進のためのスポーツ等は含まない）。 

      ３．年度は調査対象年度。 
４．「正社員」とは、常用労働者（期間を定めずに、又は１か月を超える期間を定めて雇われている者）のうち、雇用 
  期間の定めのない者であって、企業又は事業所で定められている１週間の所定労働時間で働いている、企業 
  又は事業所で正社員・正職員として処遇されている者をいう。「正社員以外」とは、常用労働者のうち、「嘱託」、 
  「契約社員」、「パートタイム労働者」又はそれに近い名称で呼ばれている人などをいう。なお、派遣労働者及 
  び請負労働者は含まない。 
５．2007 年度調査以前と 2008 年度調査以降は、設問形式が異なるため、経年比較に当たっては留意が必要。 



 

 

12 
 

⑩第１子出産前後の女性の継続就業率 [注８] 
行動指針策定時（2007.12） 最新値（2010-2014）[注１] 目標値（2020） 

38.0％（2000-2004） 

⇒遡及改定値 39.8％ 
53.1％ 55％ 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

注８ 仕事と生活の調和推進のための行動指針の数値目標に注記はないが、「新成長戦略」において、「2020年度までの平均で、名目

３％、実質２％を上回る経済成長を目指す」等としていることを前提としているもの。 

 
  第１子出産前後の女性の継続就業率 

（備考）１．国立社会保障・人口問題研究所「第 15 回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2016 年）より作成。 
     ２．数値は、当該年間に第１子を出産した女性について、第１子妊娠判明時に就業していた者に

占める第１子１歳時にも就業していた者の割合。 
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⑪保育等の子育てサービスを提供している数 [注９] 
行動指針策定時（2007.12） 最新値[注１] 目標値（2020） 

認可保育所等（3歳未満児）[注６]：

－万人 

放課後児童クラブ：－万人 

認可保育所等（3歳未満児）：

約 111万人（2020年） 

放課後児童クラブ： 

約 130万人（2019年） 

認可保育所等（3歳未満児）：

116万人（2017年度） 

放課後児童クラブ：122万人 

（2019年度） 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

注６ 認可保育所等とは、認定こども園、認可保育所、地域型保育事業、地方自治体が一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている

認可外保育施設等をいう。目標値は定員数、最新値は利用児童数。 

注９ 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30年 6月 15日閣議決定）において、「最優先の課題である待機児童問題を解消し、

女性就業率 80％に対応できる「子育て安心プラン」を前倒しし、2020年度末までに 32万人分の受け皿整備を進める」こととされてい

る。 

 
 
 

  

526,717

552,153
572,889

594,770

618,167

632,077

640,629

654,754
676,590

709,399
742,085

[773,311]
798,625

827,773
858,957

920,840 975,056

1,031,486

1,071,261

1,096,250
1,109,650

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2017 2018 2019 2020

保育所等利用児童数

（人）

（年）

保育等の子育てサービスを提供している数（３歳未満の保育所等利用児童数） 

（備考）1. 2000 年～2006 年は厚生労働省「福祉行政報告例」，2007 年～2009 年は厚生労働省「保育所の状況等について」、2010 年～2014 年は「保育所

関連状況取りまとめ」、2015 年以降は「保育所等関連状況取りまとめ」より作成。 
      2. 各年４月１日現在の数値。 
      3. 2011 年値（［ ］で表示）は、東日本大震災の影響によって調査を実施できなかった岩手県、宮城県、福島県の８市（岩手県陸前高田市・大槌町、

宮城県山元町・女川町・南三陸町、福島県浪江町・広野町・富岡町）を除いた数値。 

      4. 2015 年より、同年 4 月から施行した子ども・子育て支援新制度において新たに位置づけられた特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園、幼

稚園型認定こども園、地方裁量型認定こども園）、特定地域型保育事業（小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保

育事業）を含めて調査している。   

 

（参考）地方公共団体における単独保育の値を含んだ数値は、2017 年は 1,045,579 人、2018 年は 1,082,883 人、2019 年は 1,106，255 人, 

2020 年は 1,117,661 名。 
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392,893 
452,135 

502,041 

540,595 
593,764 

654,823 
704,982 

749,478 
794,922 

807,857 

814,439 
[833,038]

851,949 
899,205 

936,452 
1,024,635 

1,093,085 
1,171,162 

1,234,366 
1,299,307 

1,220,000 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2019

（人）

（年）

目標値

保育等の子育てサービスを提供している数（放課後児童クラブ登録児童数） 

（備考）１．厚生労働省「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況」より作成。 
    ２．各年度５月１日現在の数値。 
     ３．2011 年度の数値（［ ］表示）は、岩手県及び福島県の 12 市町村を除く。 
  ４．「新しい経済政策パッケージ」においては、放課後児童クラブについて、約 120 万人分の整備を 2018 年度末までに前倒しす

ることとされている。 
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⑫男性の育児休業取得率 [注８] 
行動指針策定時（2007.12） 最新値（2019）[注１] 目標値（2020） 

0.50％（2005） 7.48％ 13％ 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

注８ 仕事と生活の調和推進のための行動指針の数値目標に注記はないが、「新成長戦略」において、「2020年度までの平均で、名目

３％、実質２％を上回る経済成長を目指す」等としていることを前提としているもの。 

 

 
 

 
 

  

男性の育児休業取得率（民間企業） 

（備考）１．民間企業の 2004年度及び 2005年度値は、厚生労働省「女性雇用管理基本調査」より作成 

（2006年度は、調査対象が異なるため計上していない）。2007年度以降は、厚生労働省「雇用均等基本調査」より作成。

調査対象は、常用雇用者５人以上を雇用している民営事業所。  

    ２．育児休業取得率の算出方法は、調査前年度１年間（2011年度以降調査においては、調査開始前々年 10月１日から翌年 9月

30日までの１年間）に配偶者が出産した者のうち、調査年 10月１日までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をし

ている者を含む。）の割合。  

    ３．東日本大震災のため、2011年度値は、岩手県、宮城県及び福島県を除く。 
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14

2 004 2 005 2 006 2 007 2 008 2 009 2 010 2 011 2 012 2 013 2 014 2 015 2 016 2 017 2 018 2 020

（年度）

国家公務員

地方公務員

（％） 目標値

男性の育児休業取得率（国家公務員、地方公務員） 

（備考） 

１．国家公務員は，2010年度までは総務省・人事院「女性国家公務員の採用・登用の拡大状況等のフォローアップの実施結果」，2011年

度から 2013年度は「女性国家公務員の登用状況及び国家公務員の育児休業の取得状況のフォローアップ」，2014年度以降は内閣官

房内閣人事局「女性国家公務員の登用状況及び国家公務員の育児休業等の取得状況のフォローアップ」より作成。 

２．地方公務員は，総務省「地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果」 より作成。 

３．育児休業取得率の算出方法は，当該年度中に子が出生した者の数に対する当該年度中に新たに育児休業を取得した者（再度の育児

休業者を除く）の数の割合 

４．東日本大震災のため，国家公務員の 2010年度値は，調査の実施が困難な官署に在勤する職員（850人）を除く。地方公務員の 2010

年度値は，岩手県の１市１町，宮城県の１町を除く。 
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36.3

35.1

9.6

11.9

3.0 

0.9

0.4

0.9

1.7

0.1

0.5

0.3

0.1

2.8

7.0

8.8

10.9

31.3

29.8

4.8

3.3

0.5

0 5 10 15 20 25 30 35 40

５日未満

５日～２週間未満

２週間～１か月未満

１か月～３か月未満

３か月～６か月未満

６か月～８か月未満

８か月～10か月未満

10か月～12か月未満

12か月～18か月未満

18か月～24か月未満

24か月～36か月未満

36か月以上

女性 男性

取得期間別育児休業後復職者割合（民間企業） 

（備考）１．厚生労働省「雇用均等基本調査」（2018年度）より作成。調査対象は、 
      常用雇用者５人以上を雇用している民営事業所。  
    ２．2017年４月１日から 2018年３月 31日までの１年間に育児休業を終了し、 
      復職した者に対して、育児休業の取得期間を聞いたもの。 
    ３．構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 
      100とはならない。 
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68.7 

14.5

7.1

4.1

4.3

1.0 

0.3

1.1

3.2

7.7

11.8

29.2

27.3

19.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

1月以下

1月超3月以下

3月超6月以下

6月超9月以下

９月超12月以下

12月超24月以下

24月超

女性 男性

育児休業取得期間の状況（国家公務員） 

（備考）１．内閣官房内閣人事局「女性国家公務員の登用状況及び国家公務員の育児休業等の 
      フォローアップ」（2019年）より作成。  
    ２．2018年４月１日から 2019年３月 31日までに育児休業を新たに取得した職員に対して、 
      育児休業の取得期間を聞いたもの。 
    ３．構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 
      100とはならない。 
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51.0 

16.4

11.6

6.1

11.2

2.7 

1.0 

0.6

1.1

2.9

7.0

22.5

37.0

28.9 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

１月以下

１月超３月以下

３月超６月以下

６月超９月以下

９月超12月以下

12月超24月以下

24月以上

女性 男性

育児休業取得期間の状況（地方公務員） 

（備考）１．総務省「地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果」（2018年度）より作成。  
    ２．2018 年 4 月 1 日から 2019 年 3 月 31 日までに育児休業を新たに取得した職員に対して、 

育児休業の取得期間を聞いたもの。 
    ３．構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 
      100とはならない。 
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⑬6 歳未満の子どもをもつ夫の育児・家事関連時間 
行動指針策定時（2007.12） 最新値（2016）[注１] 目標値（2020） 

1日当たり 60分（2006） 83分 2時間 30分 

注１ 最新値は、データ公表時期の関係で、必ずしも最新の状況が反映されているわけではないことに留意が必要。 

 
 

 
 

 
 

6 歳未満の子どもをもつ夫の育児・家事関連時間 

（備考） 
１．総務省「社会生活基本調査」より作成。 
２．育児・家事関連時間（太字の値）は、「家

事」、「介護・看護」、「育児」、「買い物」の合

計 
  （週全体平均）。 
３．数値は夫婦と子どもの世帯における６歳

未満の子どもをもつ夫の育児・家事関連時

間。 
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